
（一般質問の続き）

「中学３年生まで

の医療費無料化」が

大きな流れとなって

います。狭山市では、

今年度小学５年生、来年度中学３年

生まで無料化を実現する。入間市の

財政力指数は1.025で県内40市中10位、

市民一人当たりの地方債残高（借金）

は19万0986円で少ない順で4位という

状況です。

私は「入間市はいつになったら、

中学３年生までの医療費無料化を実

現する計画なのか。また、埼玉県内

はどんな状況か｣と質しました。

市長は「県内の中学３年生までの

無料化は、入院・通院ともが８市、

入院だけが22市という状況だ。入間

市は24年に小学３年生まで実施する

が中学卒業までだと４億4385万円必

要、計画は持っていない」と子育て

の重要な課題である医療費無料化に

取り組む姿勢を示しませんでした。

私は、ケーブルテレビや三井アウ

トレットに対しても、市民が困って

いても要望できない市長、中学３年

生までの医療費無料化の計画すら持っ

ていない市長に驚きと不安を感じま

した。

厳しさの増す

市民生活を守る

市政に変えてい

くため、がんば

りましょう。
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狭山市・所沢市は4月から実施

入間市は『中3までの医療費無
料化』の計画さえもないとは

武蔵藤沢駅での早朝宣伝

35年目を迎えました。今年も

よろしくお願いします。

質問終わって市政を
変える必要性を実感

今年もよろしくお願い致します。

12月に私がおこなった一般質問

の主な内容は次の通りです。

７ヵ月後に迫ったテレビの地デジ

化対策の残りが１割、6043世帯もあ

ります。私は「各家庭にテレビは複

数あり、対策は深刻な問題。市役所

に相談窓口を設置すべき｣と質問。

市長は「市役所の企画課が環境課

と共に市民の相談に応じる｣と答弁。

また、１～12チャンネル視聴のケー

ブルテレビの料金は、狭山が月350円

に対し、入間市民は電話基本料金を

含めた2100円です。

私は「電話料を切

り離し、月704円に

して頂くよう要望す

べきではないか」と

質問しました。

市長は「ケーブル

テレビは民間企業で

あり指導できない、

また、要望もしない」と市民生活よ

りも企業を擁護する答弁でした。

アウトレット渋滞は、オープンか

ら２年半経過した今も深刻な状況が

続いています。

私は「圏央道インターからの直接

進入路建設を三井側に長期的視野で

要請すべきだ」と質しました。

市長は「30～35億円の工事費が必

要、会社に求めることは出来ない。

渋滞情報を周辺の人たちに知らせる

対策に努力する」と消極的答弁。
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テレビ地デジ化と交通渋滞対策で
市民生活守るため企業に要請を

テレビの地デジ化支援を
インターからの直接進入路

迷惑なアウトレット渋滞



共産党は、｢私立学校の授業料軽減のた

めの助成拡充を求める意見書」を提案し、

全員一致で採択されました。意見書は国・

政府に提出されます。

今年度から公立高校の授業料が無償化

され、私立高校については就学支援金が

支給されています。しかし、私立高校の

授業料は全国平均で35万円であり、学費

が家計の重い負担になっています。

意見書は、経済的理由で教育を受ける

権利が奪われないよう、私立学校への助

成の拡充を国・政府に求めています。

公民館使用料の免除規定の見直しに関

する条例改正は、６月議会の付帯決議を

受け提出されました。

会員の減少などで負担額が重くなる団

体の使用料を50％に減額し、利用の向上

を図るねらいです。減額対象の基準など

は、規則で具体化することになります。

使用取り消しの使用料還付は、使用す

る日の14日前までで、使用料の50％が還

付されます。

入間市駅南口の自転車駐輪場使用料に

ついては、学生と長期利用者への割引料

金を設定する条例が改正されました。利

用者の負担軽減が図られます。

これまで自転車１台につき月額使用料

が１階2200円、２階1800円、屋上500円が、

学生は１階1700円、２階1400円、屋上400

円に減額されます。

３ヶ月・６ヶ月の長期利用者の料金も

減額されます。来年４月からの実施とな

ります。

日本農業に壊滅的な打撃を与えるＴ

ＰＰへの参加が検討されています。

共産党は｢ＴＰＰ参加に反対する意

見書｣を提案。意見書は他会派の賛同

を得られず提出できませんでした。

しかし議会最終日に、いるま野農協

から市議会に｢ＴＰＰ交渉への参加断

固阻止に関する要請書｣が提出されま

した。これを

受け、共産党

は農業委員会

にもＴＰＰ反

対の決議を提

案しました。
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子どもの教育権を守るために 12月定例市議会

石田よしお議員

地デジ・渋滞・子ども医療費対策

吉沢かつら議員

市民税の減免制度・就労支援

安道よし子議員

国保の改善・夜間診療所の充実

小出わたる議員

保育・生活保護・学校のクーラー

日本共産党の提案が実る

今議会に提出された議案はすべて

全員一致で可決・成立しました。
学割・長期利用者の割引導入

12月議会では、９月議会に提出された

平成21年度決算認定の採決が行われまし

た。日本共産党は、11会計のうち４つの

会計について反対しました。

一般会計では｢子ども医療費の窓口払

い廃止など市民の要望が一部実現された

が、厳しい市民生活を応援する市政への

転換が図れていない｣と指摘。住民税の

年金天引き、消防の広域化、生活道路整

備の遅れなどについて反対しました。

国民健康保険特別会計では、滞納者へ

の制裁として社会的問題になっている保

険証の取り上げを批判。申請減免を活用

できるよう改善を求めました。

後期高齢者医療特別会計では、年齢で

差別し、高齢者に負担を強いる制度は直

ちに廃止すべきと反対しました。

狭山台区画整理特別会計については、

市民のくらしや福祉の予算を削り、市費

投入を増額してきたことを批判しました。

一般会計･国保･高齢者医療･狭山台の21年度決算に反対

少人数サークルなどの活動

を支援する条例改正が可決


